
【Ⅰ．主な取り組み】

【Ⅱ．目標指標】

目標値ａ 実績ｂ ｂ／ａ 　　　　 25　　　   50　　　　75　　 　100       125

ⅰ 111 114 102.7%

ⅱ 48 74 154.2%

ⅲ 800 1,478 184.8%

【Ⅲ．指標による評価】

ⅰ

ⅱ

ⅲ

協働推進のための体制の整備・充実

施策評価調書（２５年度実績）
施策コード Ⅲ－３－（２）

政策体系
　施策名　「新しい形の公共」を担う多様な主体との協働の推進 所管部局名 生活環境部 長期総合計画頁 133

　政策名　多様な県民活動の推進 関係部局名 生活環境部

ＮＰＯへの事業委託件数（件／年） ① H16 49 114

取組№ ① ②

120

２７年度 目標達成度（％）

年度 基準値 目標値 目標値
指　　　　標

関連する
取組№

基準値 ２５年度 ２６年度

取組項目 行政、ＮＰＯ、企業などの協働の推進

ＮＰＯ及び企業から情報交換等へ参加した人数（人／
年） ② H22 504 900 1,000

提案公募型事業の件数（件／年） ① H16 5 49 50

評価 理　　　　由　　　　等 平均評価

達成
　各種委員会等への参加及び講師等による事業実施協力などＮＰＯとの協働は進んでいる。本庁協働推進員や部局予算担当へのヒアリング、各部
局主管課長で構成する「協働推進庁内連絡会議」を通じて、ＮＰＯ等への委託事業を掘り起こし、促進を図った。

達成達成
　各種委員会等への参加及び講師等による事業実施協力などＮＰＯとの協働は進んでいる。本庁協働推進員や部局予算担当へのヒアリング、各部
局主管課長で構成する「協働推進庁内連絡会議」を通じて、ＮＰＯ等への企画提案を掘り起こし、促進を図った。

達成 　ＮＰＯ支援体制強化事業や災害ボランティアセンター運営支援事業等の実施により、ＮＰＯ、企業等からの参加者が増加した。



【Ⅳ．指標以外の観点からの評価】 【Ⅴ．施策を構成する主要事業】
取組
№

取組
№

①

②

【Ⅵ．施策に対する意見・提言】

【Ⅶ．総合評価と今後の施策展開について】

指標以外の観点からの評価 事業名（２５年度事業）
事業コスト

（千円）
２６年度の
実施状況

主要な施策の
成果掲載頁

①

・おおいたＮＰＯ協働実践マニュアルを25年度末に策定したた
め、今後、県からの委託事業等を通じ、行政とＮＰＯとの協働の
推進が期待できる。
・20名の県職員がＮＰＯの現場体験研修を受講したことにより、Ｎ
ＰＯに対する理解と知識が深められ、今後、行政とＮＰＯとの協働
の推進が期待できる。

ＮＰＯ協働推進事業 6,831 継続 111

ＮＰＯ総合支援体制強化事業 21,967 継続 110

○第１回大分県協働推進会議（H25.9.3）
・行政とＮＰＯとの協働が進まない、もしくは減る傾向にあるというのであれば、企業とＮＰＯと
の協働を積極的に推進し、トータルで考慮すればよい。企業に関しても行政が絡んだ方がＮ
ＰＯと協働しやすい場面が考えられるので、いろんな幅の広い支援をリストアップして、対応を
検討する必要がある。

○第２回大分県協働推進会議（H26.2.12）
・企業にとって、ＮＰＯとの協働というのが、まさに今、その必要性が問われている。ＮＰＯ
の具体的な中身が企業側によく見えていない。企業のアクションにどう結びつけていくか
が課題であり、県からの広報や働きかけも重要であり、協働した結果のメリットを目に見
える形で表していく必要がある。

総合評価 施策展開の具体的内容

Ａ

・NPOや企業の100団体訪問を行い、協働を推進するうえで、お互い何を求めているのか、何ができるのか、訪問シートを作成し、調査した内容を情報提供してい
く。
・協働推進庁内連絡会議や職員向けＮＰＯ現場研修を充実させることにより、協働に関する県職員の意識や理解を深める。
・大分県版「めじろん共創応援基金」と連携し、ＮＰＯの財政基盤、運営基盤の強化を図っていく。
・人口減少社会の到来で、地域力が低下する中、県民や地域に活力を与えるＮＰＯ活動の意義や効果について情報発信し、ＮＰＯは地域のみんなで支えていくこ
とが重要といった機運を醸成していく。

②
・大分県版市民ファンド「めじろん共創応援基金」が設置されたこ
とにより、寄附金の受け入れや冠助成事業の実施など、企業等
の協働の推進が期待できる。


